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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

  

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標の推移については記載して

おりません。 

    ２．売上高には、消費税等は含んでおりません。  

       ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  

回次 
第67期 

第３四半期連結
累計期間 

第67期 
第３四半期連結

会計期間 
第66期 

会計期間 

自平成20年 
６月１日 

至平成21年 
２月28日 

自平成20年 
12月１日 

至平成21年 
２月28日 

自平成19年 
６月１日 

至平成20年 
５月31日 

売上高（千円）  24,554,417  6,574,573  34,531,125

経常利益（千円）  4,106,044  344,511  7,795,659

四半期（当期）純利益（千円）  2,416,577  37,027  5,143,656

純資産額（千円）  -  47,829,961  46,523,598

総資産額（千円）  -  57,215,675  57,706,556

１株当たり純資産額（円）  -  2,253.38  2,198.73

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 116.55  1.79  247.33

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 -  -  -

自己資本比率（％）  -  81.7  79.0

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 4,170,688  -  6,635,243

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △5,845,300  -  △5,924,101

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △853,994  -  △1,753,573

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
 -  7,591,445  10,491,890

従業員数（人）  -  1,979  1,882
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 当第３四半期連結会計期間において、当企業グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。  

  

 当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

２【事業の内容】 

３【関係会社の状況】 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員（当企業グループからグループ外への出向者を除く）であり、臨時雇用者数（パートタイマ

ー、人材会社からの派遣社員を含む。）は、当第３四半期連結会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しており

ます。      

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除く）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社から

の派遣社員を含む。）は、当第３四半期会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。      

  

  平成21年２月28日現在

従業員数（人） 1,979 (174) 

  平成21年２月28日現在

従業員数（人） 925 (124) 
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(1）生産実績 

 当企業グループの事業は、カーボン製品関連を事業内容とする単一事業区分であるため、事業の種類別セグメン

ト情報の記載をしておりませんが、品目別の生産実績を示すと次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当企業グループの事業は、カーボン製品関連を事業内容とする単一事業区分であるため、事業の種類別セグメン

ト情報の記載をしておりませんが、品目別の受注状況を示すと次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．半製品（素材製品）は、主として見込生産であるため、上記の金額には含まれておりません。 

  

第２【事業の状況】 

１【生産、受注及び販売の状況】 

品目 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年12月１日 
至 平成21年２月28日） 

金額（千円） 

特殊黒鉛製品  3,916,000

一般カーボン製品(機械用カーボン分野)  681,656

一般カーボン製品(電気用カーボン分野)  742,587

複合材その他製品  1,604,938

合計  6,945,183

品目 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年12月１日 
至 平成21年２月28日） 

受注金額(千円) 受注残高(千円）

特殊黒鉛製品  3,097,589  2,699,359

一般カーボン製品(機械用カーボン分野)  665,527  367,407

一般カーボン製品(電気用カーボン分野)  793,517  531,964

複合材その他製品  1,532,580  2,029,454

合計  6,089,214  5,628,186
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(3）販売実績 

 当企業グループの事業は、カーボン製品関連を事業内容とする単一事業区分であるため、事業の種類別セグメン

ト情報の記載をしておりませんが、品目別の販売実績を示すと次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．総販売実績に対し10％以上に該当する販売先はありません。 

  

品目 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年12月１日 
至 平成21年２月28日） 

金額（千円） 

特殊黒鉛製品  3,489,819

一般カーボン製品(機械用カーボン分野)  634,151

一般カーボン製品(電気用カーボン分野)  809,412

複合材その他製品  1,467,324

商品  173,865

合計  6,574,573

２【経営上の重要な契約等】 

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等は行われておりません。 
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３【財政状態及び経営成績の分析】 

（１）業績の状況 

  当第３四半期連結会計期間の日本経済は、為替の急激な変動の影響に加えて、米国に端を発した金融危機の影

響が実体経済に波及し、設備投資や輸出が急減する等、景気は後半にかけて急速に悪化しました。また中国等の

新興諸国においても景気減速傾向が強まり、総じて世界同時不況の様相を呈するに至りました。 

このような状況の中、当企業グループといたしましては、最重点分野である太陽電池用をはじめとする環境・

エネルギー関連分野を中心に、高成長分野・地域へのシフトを推進する等、国内外の需要の取り込みに全力を注

ぎましたが、特に第３四半期以降に各企業に広がった急激な生産・在庫調整の動きによる影響を受けることとな

りました。 

特殊黒鉛製品においては、単結晶シリコン製造用途が半導体市況悪化にともない300mmウエハー向けも含めて

一段の調整を余儀なくされたことに加えて、第２四半期まで全体を牽引して来た太陽電池製造用途も主力の中国

需要が第３四半期以降に大幅な調整局面に入ったことにより、エレクトロニクス分野としてはポリシリコン製造

用途等の一部用途を除き需要は減少に転じました。一般産業分野では、自動車産業や建設分野の世界的な落ち込

みを背景として放電加工電極や冶金用途が引き続き低迷する等、総じて低調に推移いたしました。 

一般カーボン製品については、機械用カーボン分野は軸受け・シール材等において堅調さに陰りが見え始めま

した。また電気用カーボン分野は欧米経済の悪化の影響を受けさらに需要が減退いたしました。 

複合材その他製品においては、C/Cコンポジット製品を主とする太陽電池用途が健闘したものの、特に第３四

半期以降の半導体用途の一段の需要減退が響き、各製品とも弱含みとなりました。 

この結果、当第３四半期連結会計期間の業績は、特に第３四半期に入り顕在化した各分野における需要急減に

ともなう販売量ダウンに加えて原料価格の高止まりの影響も含めて、売上高は65億７千４百万円、営業利益３億

１千７百万円、経常利益３億４千４百万円となり、また四半期純利益は３千７百万円となりました。  

  

当第３四半期連結会計期間における品目別の販売実績は、以下のとおりであります。 

   

品目  
当第３四半期連結会計期間

 金額（千円）  

特殊黒鉛製品   3,489,819

一般カーボン製品（機械用カーボン分野）  634,151

一般カーボン製品（電気用カーボン分野）  809,412

複合材その他製品   1,467,324

商品   173,865

合計   6,574,573
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 所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

    （日本） 

         米国に端を発した金融危機の影響により、第３四半期以降に各企業に広がった急激な生産・在庫調整の動きに

よる影響を受け、各分野における需要急減にともなう販売量ダウンに加えて原料価格の高止まりの影響も含め

て、売上高35億３千２百万円、営業損失は４千万円となりました。 

    （北米地域） 

     米国に端を発した金融市場の混乱を契機とした欧米経済の減速の影響を受けましたが、太陽電池製造用途の需

要が拡大したことを主因に、売上高７億９千９百万円、営業利益は１億２千６百万円となりました。 

    （欧州地域） 

     C/Cコンポジット製品を主とする太陽電池用途が健闘したものの、電気用カーボン分野は欧米経済の低迷の影

響を受け伸び悩み、売上高５億３千万円、営業利益は４千５百万円となりました。 

    （アジア地域） 

     米国に端を発した金融危機の影響を受け、太陽電池製造用途の需要が第３四半期以降に大幅な調整局面に入っ

たことにより、売上高17億１千２百万円、営業利益は２億８千５百万円となりました。 

  

（２）キャッシュ・フローの状況 

         営業活動の結果、使用した資金は２億１千４百万円となりました。これは主に税金等調整前四半期純利益４億

６千９百万円、減価償却費８億４千万円、売上債権の減少額14億９百万円等の資金の増加に対し、法人税等の支

払額11億３千６百万円、たな卸資産の増加額12億５百万円、役員退職慰労金の支払６億９千９百万円等の資金の

減少によるものであります。 

 投資活動の結果、得られた資金は８億４千２百万円となりました。これは主に定期預金の預入による支出６億

９千７百万円、定期預金の払戻による収入15億２千３百万円等によるものであります。 

 財務活動の結果、使用した資金は４億８千４百万円となりました。これは主に短期借入金の純減額３億９千３

百万円等の資金の減少によるものであります。 

 これらの活動の結果、当第３四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、第２四半期連結会計期間

末に比べ１億７千８百万円減少し、75億９千１百万円となりました。 

  （３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

         当第３四半期連結会計期間において、当企業グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

  （４）研究開発活動 

  当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、２億４千７百万円であります。

なお、当第３四半期連結会計期間において、当企業グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。   

- 6 - 



第３【設備の状況】 
(1）主要な設備の状況 

 当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につ

いて、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあ

りません。 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

  該当事項はありません。 

  

  該当事項はありません。 

  

  

第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  66,000,000

計  66,000,000

種類 
第３四半期会計期間末 
現在発行数（株） 

（平成21年２月28日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成21年４月14日） 

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 
取引業協会名 

内容 

普通株式  20,750,688  20,750,688
東京証券取引所 

（市場第一部） 
－ 

計  20,750,688  20,750,688 － － 

（２）【新株予約権等の状況】 

（３）【ライツプランの内容】 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成20年12月１日～ 

平成21年２月28日  
 －  20,750,688  －  7,692,575  －  9,534,686

（５）【大株主の状況】 

         当第３四半期会計期間において、東京海上日動火災保険㈱から平成21年２月２日付で大量保有報告書の変更

報告書の提出があり、平成21年１月26日現在で以下のとおり当社株式を共同保有している旨の報告を受けて

おりますが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができません。 

  

  

  

  

  

氏名又は名称 住所 
保有株券等の数 

（株） 

株券等保有割合 

（％） 

 東京海上日動火災保険㈱ 東京都千代田区丸の内一丁目２番１号    48,000    0.23

 東京海上アセットマネジメント投 

 信㈱ 
東京都千代田区丸の内一丁目２番１号     1,017,300    4.90
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当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」について、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成20年11月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。  

①【発行済株式】   

（注）  「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が200株含まれております。 

      なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれておりま

     せん。 

  

②【自己株式等】 

  

  

（６）【議決権の状況】 

  平成20年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式    15,800
－ － 

完全議決権株式（その他）  普通株式  20,652,600  206,524 － 

単元未満株式  普通株式     82,288 － － 

発行済株式総数        20,750,688 － － 

総株主の議決権 －  206,524 － 

  平成20年11月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式） 

 東洋炭素㈱ 

大阪市西淀川区竹島五丁

目７番12号 
 15,800  －  15,800  0.08

計 －  15,800  －  15,800  0.08

２【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

月別 
平成20年 
６月 

７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 
平成21年 
１月 

２月 

最高（円）  8,220  7,090  7,030  6,600  5,680  4,930  4,670  4,250  3,350

最低（円）  6,430  4,920  4,980  4,770  2,500  3,620  2,900  3,070  2,635
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３【役員の状況】 

  前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は次のとおりであります。 

 (1)新任役員 

   該当事項はありません。 

  

 (2)退任役員  

 （注）代表取締役会長兼ＣＥＯ 近藤照久の退任は死亡によるものであります。 

  

 (3)役職の異動  

  

 役名 職名  氏名  異動年月日 

 取締役会長 

 （代表取締役） 
 ＣＥＯ  近藤 照久  平成21年１月３日 

 新役職名 旧役職名  氏名  異動年月日 

 取締役 

 執行役員 営業本部副本部長 

 取締役 

 執行役員 営業本部副本部長 

 兼海外営業部長 

 三木 相煥  平成20年10月16日 
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第５【経理の状況】 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。  

なお、当第３四半期連結会計期間（平成20年12月１日から平成21年２月28日まで）および当第３四半期連結累計

期間（平成20年６月１日から平成21年２月28日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の

一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府令第50号）附則第７条第１項第５号のただし書きにより、改

正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。                

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年12月１日から

平成21年２月28日まで）および当第３四半期連結累計期間（平成20年６月１日から平成21年２月28日まで）に係る四

半期連結財務諸表について、監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年２月28日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年５月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 13,595,056 13,642,899

受取手形及び売掛金 ※4  8,995,668 ※4  10,992,382

商品及び製品 4,134,890 2,915,957

仕掛品 4,088,255 3,276,681

原材料及び貯蔵品 1,167,026 1,031,929

その他 1,811,269 1,261,971

貸倒引当金 △115,014 △139,261

流動資産合計 33,677,152 32,982,561

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 6,133,452 6,176,874

機械装置及び運搬具 8,422,882 8,755,666

土地 5,343,390 5,380,948

建設仮勘定 794,483 475,397

その他 495,643 480,917

有形固定資産合計 ※1  21,189,851 ※1  21,269,806

無形固定資産 ※2  357,806 ※2  376,647

投資その他の資産 ※3  1,990,865 ※3  3,077,541

固定資産合計 23,538,523 24,723,995

資産合計 57,215,675 57,706,556
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年２月28日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年５月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※4  2,807,060 ※4  2,309,322

短期借入金 1,009,707 1,277,401

未払金 2,446,840 2,694,254

未払法人税等 288,801 969,107

賞与引当金 503,225 880,309

役員賞与引当金 38,880 51,842

その他 ※4  1,452,966 ※4  1,279,782

流動負債合計 8,547,482 9,462,020

固定負債   

長期借入金 92,112 423,980

退職給付引当金 308,072 147,111

その他 438,045 1,149,846

固定負債合計 838,231 1,720,938

負債合計 9,385,713 11,182,958

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,692,575 7,692,575

資本剰余金 9,534,686 9,534,686

利益剰余金 30,706,482 28,558,305

自己株式 △56,820 △53,599

株主資本合計 47,876,923 45,731,968

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 855 29,684

為替換算調整勘定 △1,154,703 △155,283

評価・換算差額等合計 △1,153,848 △125,598

少数株主持分 1,106,885 917,228

純資産合計 47,829,961 46,523,598

負債純資産合計 57,215,675 57,706,556
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年６月１日 
 至 平成21年２月28日) 

売上高 24,554,417

売上原価 15,435,547

売上総利益 9,118,869

販売費及び一般管理費 ※1  4,640,124

営業利益 4,478,745

営業外収益  

受取利息 74,029

受取配当金 7,847

通貨オプション益 108,479

その他 30,508

営業外収益合計 220,864

営業外費用  

支払利息 26,801

投資有価証券評価損 141,872

為替差損 412,402

その他 12,489

営業外費用合計 593,565

経常利益 4,106,044

特別利益  

固定資産売却益 1,033

投資有価証券売却益 100

受取保険金 134,001

受入助成金 5,626

特別利益合計 140,760

特別損失  

固定資産売却損 1,118

固定資産除却損 27,051

投資有価証券評価損 1,798

特別損失合計 29,967

税金等調整前四半期純利益 4,216,836

法人税等 1,455,840

少数株主利益 344,418

四半期純利益 2,416,577
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年12月１日 
 至 平成21年２月28日) 

売上高 6,574,573

売上原価 4,752,075

売上総利益 1,822,497

販売費及び一般管理費 ※1  1,505,121

営業利益 317,376

営業外収益  

受取利息 36,418

受取配当金 1,766

通貨オプション益 4,816

為替差益 24,948

その他 4,904

営業外収益合計 72,855

営業外費用  

支払利息 6,276

投資有価証券評価損 35,236

その他 4,207

営業外費用合計 45,720

経常利益 344,511

特別利益  

固定資産売却益 262

受取保険金 134,001

受入助成金 5,626

特別利益合計 139,889

特別損失  

固定資産除却損 15,054

投資有価証券評価損 94

特別損失合計 15,149

税金等調整前四半期純利益 469,251

法人税等 357,974

少数株主利益 74,249

四半期純利益 37,027
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年６月１日 
 至 平成21年２月28日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 4,216,836

減価償却費 2,402,109

のれん償却額 8,179

退職給付引当金の増減額（△は減少） 148,155

受取保険金 △134,001

長期未払金（役員退職慰労金）の減少額 △699,000

賞与引当金の増減額（△は減少） △315,118

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △12,962

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,342

受取利息及び受取配当金 △81,877

支払利息 26,801

為替差損益（△は益） 412,402

投資有価証券評価損益（△は益） 143,670

有形固定資産売却益 △1,033

有形固定資産除売却損 28,169

売上債権の増減額（△は増加） 1,634,895

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,593,968

仕入債務の増減額（△は減少） 769,471

その他 △140,988

小計 5,808,399

利息及び配当金の受取額 81,741

利息の支払額 △22,728

保険金の受取額 603,869

法人税等の支払額 △2,300,593

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,170,688

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △5,362,645

定期預金の払戻による収入 2,353,719

有形固定資産の取得による支出 △3,313,762

有形固定資産の売却による収入 2,470

無形固定資産の取得による支出 △36,682

投資有価証券の償還による収入 500,000

その他 11,599

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,845,300

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △70,945

長期借入金の返済による支出 △444,718

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △1,883

自己株式の取得による支出 △3,221

配当金の支払額 △311,028

少数株主への配当金の支払額 △22,196

財務活動によるキャッシュ・フロー △853,994

現金及び現金同等物に係る換算差額 △371,838

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,900,444

現金及び現金同等物の期首残高 10,491,890

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  7,591,445

- 16 - 



  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年６月１日 
至 平成21年２月28日） 

会計処理基準に関する事項の変更 １．重要な資産の評価基準及び評価方法の変更   

  たな卸資産 

 「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基 

準第９号 平成18年７月５日）を第１四半期連結会計 

期間から適用し、評価基準については、原価法から原 

価法（貸借対照表価額については、収益性の低下によ 

る簿価切下げの方法）に変更しております。 

   これによる営業利益、経常利益および税金等調整前 

四半期純利益に与える影響は軽微であります。 

  ２．「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理 

  に関する当面の取扱い」の適用  

 第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成 

における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱 

い」（実務対応報告第18号 平成18年５月17日）を適 

用し、連結決算上必要な修正を行っております。 

   この修正により、利益剰余金期首残高は42,627千円 

増加しております。また、これによる営業利益、経常 

利益および税金等調整前四半期純利益に与える影響は 

軽微であります。  

  ３．在外子会社の収益および費用の換算方法の変更 

 在外子会社の収益および費用は、従来、決算日の直 

物為替相場により円貨に換算しておりましたが、第１ 

四半期連結会計期間より、期中平均相場により円貨に 

換算する方法に変更しております。この変更は、在外 

子会社の生産および販売取引の重要性が高まる中、短 

期的な為替相場変動の影響を排除し、期間損益をより 

適切に算定するために行ったものであります。 

 これにより、従来の方法と比べ、当第３四半期連結 

累計期間の売上高は1,088,279千円、営業利益は264,100 

千円、経常利益は266,794千円、税金等調整前四半期純利 

益は266,647千円それぞれ増加しております。  

  なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に 

記載しております。 
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当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年６月１日 
至 平成21年２月28日） 

  ４．リース取引に関する会計基準の適用  

  所有権移転外ファイナンス・リース取引については、 

 従来、賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理によっ 

 ておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企 

 業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会 

 第一部会）、平成19年３月30日改正））および「リース 

 取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用 

 指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会  

 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が平成20 

 年４月１日以後開始する連結会計年度にかかる四半期連 

 結財務諸表から適用できることになったことにともな 

 い、第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を 

 適用し、通常の売買取引にかかる会計処理によっており 

 ます。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に 

 かかるリース資産の減価償却の方法については、リース 

 期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用 

 しております。 

   これによる営業利益、経常利益および税金等調整前四 

 半期純利益に与える影響はありません。 

   なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転 

 外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借 

 取引にかかる方法に準じた会計処理を引き続き採用して 

 おります。   

【簡便な会計処理】 

  

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年６月１日 
至 平成21年２月28日） 

１．棚卸資産の評価方法 当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関して

は、実地棚卸を省略し、第２四半期連結会計期間末の実地

棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によ

っております。 
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年６月１日 
至 平成21年２月28日） 

１．税金費用の計算  税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む

連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当

該見積実効税率を乗じて計算する方法によっております。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示してお

ります。 

【追加情報】 

  

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年６月１日 
至 平成21年２月28日） 

（有形固定資産の耐用年数の変更） 

当社および国内連結子会社は、第１四半期連結会計期間よ 

り、平成20年度の税制改正による機械装置の法定耐用年数の変

更を契機として見直しを行い、耐用年数の短縮を行っておりま

す。 

これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利

益および税金等調整前四半期純利益はそれぞれ274,601千円減

少しております。 
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【注記事項】 

（四半期連結貸借対照表関係） 

当第３四半期連結会計期間末 
（平成21年２月28日） 

前連結会計年度末 
（平成20年５月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、 千円

  であります。 

27,793,218 ※１．有形固定資産の減価償却累計額は、26,044,495千円

  であります。 

※２．無形固定資産には、のれん 千円が含まれてお

ります。 

35,444 ※２．無形固定資産には、のれん43,624千円が含まれてお

ります。 

※３．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 ※３．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 

投資その他の資産 千円27,331 投資その他の資産 千円28,342

※４．期末日満期手形 

 当第３四半期連結会計期間の末日は金融機関の休業

日でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理

しております。当第３四半期連結会計期間末日満期手

形の金額は次の通りであります。 

※４．期末日満期手形 

 当連結会計年度の末日は金融機関の休業日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理しており

ます。当連結会計年度末日満期手形の金額は次の通り

であります。 

受取手形 千円192,087

支払手形 千円105,550

流動負債その他  

（設備関係支払手形） 千円5,455

受取手形 千円198,973

支払手形 千円118,664

流動負債その他  

（設備関係支払手形） 千円11,686

（四半期連結損益計算書関係） 

  

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年６月１日 
至 平成21年２月28日） 

※１. 販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金

額は次のとおりであります。 

給料手当 千円1,081,672

賞与引当金繰入額 千円87,513

役員賞与引当金繰入額 千円38,880

退職給付費用 千円63,383

貸倒引当金繰入額 千円7,567

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年12月１日 
至 平成21年２月28日） 

※１. 販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金

額は次のとおりであります。 

給料手当 千円337,870

賞与引当金繰入額 千円78,391

役員賞与引当金繰入額 千円12,960

退職給付費用 千円21,990

貸倒引当金繰入額 千円14,808
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年６月１日 
至 平成21年２月28日） 

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年２月28日現在） 

現金及び預金勘定 千円13,595,056

預金期間が３ヶ月を超える定期

預金 
千円△6,003,611

現金及び現金同等物 千円7,591,445

（株主資本等関係） 

当第３四半期連結会計期間末（平成21年２月28日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成20年６月１日 至

平成21年２月28日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式   20,750,688株 

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式     16,065株 

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

      配当金支払額 

  

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年８月28日 

定時株主総会 
普通株式 311,028 15  平成20年５月31日  平成20年８月29日 利益剰余金 
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 当第３四半期連結会計期間（自 平成20年12月１日 至 平成21年２月28日）および当第３四半期連結累計期

間（自 平成20年６月１日 至 平成21年２月28日） 

当社および連結子会社の事業は、カーボン製品関連を事業内容とする単一事業区分であるため、事業の種類別

セグメント情報の記載を省略しております。 

  

（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

【所在地別セグメント情報】 

当第３四半期連結会計期間（自 平成20年12月１日 至 平成21年２月28日） 

当第３四半期連結累計期間（自 平成20年６月１日 至 平成21年２月28日）     

 （注）１．国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国または地域 

(1）北米………米国 

(2）欧州………フランス、ドイツ、イタリア 

(3）アジア……中国、台湾 

    ３．第３四半期連結累計期間における営業費用のうち消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は

ありません。 

        ４．在外子会社の収益および費用の換算方法の変更 

      在外子会社の収益および費用は、決算日の直物為替相場により円貨に換算しておりましたが、第１四半期連

結会計期間より、期中平均相場により円貨に換算する方法に変更しております。この変更にともない、従来の

方法によった場合と比較して、当第３四半期連結累計期間の「北米」「欧州」「アジア」の売上高はそれぞれ

65,250千円、291,966千円、731,063千円の増加となり、営業利益は11,121千円、36,064千円、216,915千円の

増加となります。 

        ５．有形固定資産の耐用年数の変更 

  「追加情報」に記載のとおり、当社および国内連結子会社は、第１四半期連結会計期間より、平成20年度の

税制改正による機械装置の法定耐用年数の変更を契機として見直しを行い、耐用年数の短縮を行っておりま

す。これにより、当第３四半期連結累計期間の「日本」地域の営業利益が274,601千円減少しております。 

  
日本 

（千円） 
北米地域 
（千円） 

欧州地域 
（千円） 

アジア地域
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は
全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高                                          

(1）外部顧客に対す

る売上高 
 3,532,724  799,153  530,089  1,712,605  6,574,573  －  6,574,573

(2）セグメント間の

内部売上高また

は振替高 

 1,306,123  25,869  △280  12,037  1,343,749 (1,343,749)  －

計  4,838,848  825,023  529,809  1,724,642  7,918,323 (1,343,749)  6,574,573

営業利益又は営業損失

(△) 
 △40,415  126,159  45,120  285,698  416,562 △99,186  317,376

  
日本 

（千円） 
北米地域 
（千円） 

欧州地域 
（千円） 

アジア地域
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は
全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高                                          

(1）外部顧客に対す

る売上高 
 13,173,867  2,645,825  2,226,109  6,508,615  24,554,417  －  24,554,417

(2）セグメント間の

内部売上高また

は振替高 

 4,414,035  89,241  4,268  79,569  4,587,114 (4,587,114)  －

計  17,587,902  2,735,066  2,230,377  6,588,185  29,141,532 (4,587,114)  24,554,417

営業利益  1,773,156  479,223  285,480  1,871,103  4,408,963 69,781  4,478,745
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【海外売上高】 

当第３四半期連結会計期間（自 平成20年12月１日 至 平成21年２月28日） 

当第３四半期連結累計期間（自 平成20年６月１日 至 平成21年２月28日） 

 （注）１．国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国または地域 

(1）北米………米国 

(2）欧州………フランス、ドイツ、イタリア 

(3）アジア……中国、台湾 

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

  

  北米地域 欧州地域 アジア地域 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  785,935  659,494  2,122,335  17,472  3,585,237

Ⅱ 連結売上高（千円）                          6,574,573

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
 12.0  10.0  32.3  0.2  54.5

  北米地域 欧州地域 アジア地域 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  2,461,251  2,680,934  8,375,867  272,603  13,790,656

Ⅱ 連結売上高（千円）                          24,554,417

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
 10.0  11.0  34.1  1.1  56.2
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  当第３四半期連結会計期間末（平成21年２月28日） 

    対象物の種類が通貨であるデリバティブ取引が、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会

計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。 

 （注）時価の算定方法 

    取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。なお、通貨オプション取引は、売建・買建オ

プション料を相殺するゼロコストオプション取引であり、オプション料は発生しておりません。 

  

（デリバティブ取引関係） 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円） 

通貨 為替予約取引       

   売建          

    米ドル  260,483  281,101  △20,618

    ユーロ  120,606  124,100  △3,494

  オプション取引        

   売建       

    コール               

     米ドル  252,456       △1,259  △1,259

   買建               

    プット               

     米ドル  252,456  19,283  19,283

   売建               

    コール               

     ユーロ  68,544  △6  △6

   買建               

    プット               

     ユーロ  68,544  16,457  16,457

   合計  －  －  10,361

（ストック・オプション等関係） 

該当事項はありません。 
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

    該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報） 

当第３四半期連結会計期間末 
（平成21年２月28日） 

前連結会計年度末 
（平成20年５月31日） 

１株当たり純資産額 2,253.38円 １株当たり純資産額 2,198.73円

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年６月１日 
至 平成21年２月28日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年12月１日 
至 平成21年２月28日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 116.55円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 1.79円

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年６月１日 
至 平成21年２月28日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年12月１日 
至 平成21年２月28日） 

四半期純利益（千円）  2,416,577  37,027

普通株主に帰属しない金額（千円） - - 

普通株式に係る四半期純利益（千円）  2,416,577  37,027

期中平均株式数（株）  20,734,894  20,734,718

（重要な後発事象） 

２【その他】 

 該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
 該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 

  平成21年４月10日 

      東洋炭素株式会社   

  取 締 役 会 御中       

  監査法人 ト ー マ ツ

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  土田 秋雄  印  

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  関口 浩一  印 

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げ

られている東洋炭素株式会社の平成20年６月１日から平成21年５月31日までの連結会計年度の

第３四半期連結会計期間（平成20年12月１日から平成21年２月28日まで）及び第３四半期連結

累計期間（平成20年６月１日から平成21年２月28日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書

について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項

に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により

行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東洋炭素株式会

社及び連結子会社の平成21年２月28日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結

会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシ

ュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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